
東京センチュリーの成長戦略
『金融×サービス×事業』の新領域へ。

2025年3月10日（月）

広報IR部長 河井 健吾

（証券コード：8439）



1.当社概要と強みについて

2.業績推移と中期経営計画2027

3.成長ドライバーについて

4.株主還元

本日のご説明内容
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「中期経営計画2027」の推進による
持続的な成長を目指す

成長ドライバーによる牽引で
過去最高益（経常利益・純利益）への挑戦

Point 1

Point 2

本日のポイント
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1.当社概要と強みについて
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会社名 東京センチュリー 株式会社

上場市場
東京証券取引所 プライム市場
（証券コード：8439）

本社所在地 東京都千代田区神田練塀町３番地

設立 1969年7月1日

資本金 811億円

主要株主
（持株比率）

伊藤忠商事（30％）
中央日本土地建物（14％）
日本電信電話（NTT）（10％）

会社概要
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数字でみる東京センチュリー

2009年
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合併

5.7兆円

セグメント資産

721億円

純利益

7,876名

連結従業員数

50カ国超

海外展開

7,800億円

時価総額

（2024年3月31日時点）

（2024年3月31日時点） （2024年3月期決算） （2024年3月29日時点）
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東京センチュリーグループは、

高い専門性と独自性を持つ金融・サービス企業として、

事業の成長に挑戦するお客さまとともに、

環境に配慮した循環型経済社会の実現に貢献します。
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経営理念
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当社が実現したい社会

当社の事業活動において提供している“モノ・サービス”



5つの事業分野

国 際
事業分野

IT機器リース
（米国CSI）

オートファイナンス

データセンター事業

スペシャルティ
事業分野

プリンシパル・
インベストメント

ストラクチャード・
ファイナンス

オートモビリティ
事業分野

法人向けオートリース

個人向けオートリース

ニッポンレンタカー

国内リース
事業分野

IT機器等のリース

各種ファイナンス

サブスクリプション

パートナーとの
共創ビジネス

環境インフラ
事業分野

太陽光発電・
バイオマス発電などの
再生可能エネルギー

蓄電池事業

太陽光発電に係る
アセットマネジメント

建機ファイナンス

次世代オート
（EV、データ等）

コーポレートPPA

航空機リース
（米国ACG）

船舶・不動産等に係る
リース・ファイナンス・投資

┃9

2023年度より新設



動画による事業紹介
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事業紹介の詳細は動画をご覧ください。

動画はこちらからご覧いただけます。
2023年度版 東京センチュリー会社案内（事業紹介）4分26秒

https://youtu.be/hSaBPOPaN7M?si=WfKuI-MQJQt_smgz
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2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

事業ポートフォリオの変遷

時代の変化とお客さま・パートナー企業のニーズを捉え、

5事業分野を軸に事業領域を積極的に拡大

オートモビリティ
事業分野

国内リース
事業分野

スペシャルティ
事業分野

環境インフラ
事業分野

国 際
事業分野

2009年度

リース業界大手の合併
「東京センチュリーリース」の誕生

2016年度

「東京センチュリー」へ社名変更
リース会社を超えた存在へ

2019年度

NTTと資本業務提携
パートナーシップ戦略の強化へ

┃11

セグメント

資産残高

（兆円）



業界のリーディングカンパニーとのパートナーシップ戦略

金融・サービス機能

モノ価値（Asset Value)

豊富な顧客基盤

事 業 戦 略

専 門 性

ノ ウ ハ ウ

共同事業の推進

パートナー
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既存事業の拡大と新たな事業領域の創出

循環型経済社会の実現に貢献



パートナーシップ戦略の事例
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NTTグループ 伊藤忠商事

データセンター事業

国内リース事業

• 住宅建設・インフラ分野において安定した需要が見込まれる
北米建機市場へ参入 ※出資比率：伊藤忠35%、日立建機30％、当社35%

ZAXIS Finance

合弁会社設立や共同出資事業などの協業を進める

• 2020年に共同出資会社であるNTT・TCリースを設立し、
各種リース・ファイナンスを提供

• インドおよび米国において共同で、需要が高まっているデータセンター
事業を推進

＜共同投資3件目となる米国シカゴDC＞

※NTTグループ50％、当社50%（持分法適用関連会社）
持分法による当社取込利益75億円（2023年度実績）

• 伊藤忠グループであるファミリーマート向け店舗什器やデジタル
サイネージのリース・資産管理サービス等を提供

ファミリーマート

＜日立建機の油圧ショベル＞

• 北米におけるトラックファイナンス事業において協業

IFAI

https://www.ntt.co.jp/index.html


2.業績推移と中期経営計画
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911

781

905

1,062
1,173

563
491 503

48

721

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

業績推移・業績予想

2024年度当期純利益・経常利益ともに過去最高益の更新を目指す

経常利益（億円）

親会社株主に帰属する

当期純利益（億円）
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コロナ禍による移動需要低下
レンタカー・航空機事業を主因に減益

ロシア・ウクライナ情勢
航空機関連の損失

による減益

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2024年度
計画

2024年度
通期予想

1,250
億円

800
億円

コロナ禍前
最高益

2023年度

コロナ禍後
最高益

成長ドライバーによる
最高益を目指す
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35 8

66 97

240
314

141

148

173

172

2023年度

3Q実績

2024年度

3Q実績

国内リース

△1億円 システム経費を主因とした販管費の増加などにより減益

オートモビリティ

+8億円 ニッポンレンタカーサービスの業績好調を主因に増益

スペシャルティ

+74億円 航空機リースACGの機体売却益やリース料回収による増益

国際

+31億円 海外子会社CSIは計画通りの進捗、為替影響もあり増益

環境インフラ

△27億円 一過性利益の反動減や海外の新規投資負担増によって減益

その他 +66億円 政策保有株の売却益発生

2024年度第3四半期実績
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720億円

四半期純利益（億円）

571億円

過去最高益を達成、通期計画に対する純利益の進捗率は90％

前年同期比 増減要因



中期経営計画2027

当期純利益1,000億円・ROE10％を達成し、PBR1倍以上に
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563 

491 503 

48 

721 

800 

1,000 

2019年度

実績

2020年度

実績

2021年度

実績

2022年度

実績

2023年度

実績

2024年度

計画

2027年度

計画

親会社株主に帰属する当期純利益の推移
（単位：億円）

億円

中期経営計画2027



中期経営計画2027：基本方針 TC Transformation

ポートフォリオ
Transformation

（PX）
高い収益性と安定性のある

ポートフォリオへ

デジタル
Transformation

（DX）
デジタル技術の活用により

変化を創造する

人材・組織
Transformation

（HRX）
変化を創造できる

人材育成・確保と組織整備

グリーン
Transformation

（GX）
注力分野として

全社共通で取組む

TC

将来の持続的な成長に向け、

主に4要素の変革を図る

TCX

Transformation

┃18



PBR改善施策

PBR1倍以上へのTransformation

ROE向上 ポートフォリオの強化

既存事業のバリューアップ

株主資本コスト
低減

ボラティリティ低減・成長期待の醸成

低効率資産の入替・EXIT

事業投資の資産回転

新たな事業領域創出（GX・DX含む）

リスクマネジメントの強化

カーボンニュートラルに対応した
社会課題解決

DXを活用した事業基盤整備

人材および組織の強化

IRの強化 株主資本コスト 10%

0.8～0.9倍

ROE
10％

直近のPBR

PBR
1倍以上

低下
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3.成長ドライバーについて
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オートモビリティ事業分野/ニッポンレンタカー

国 際
事業分野

IT機器リース
（米国CSI）

オートファイナンス

データセンター事業

スペシャルティ
事業分野

プリンシパル・
インベストメント

ストラクチャード・
ファイナンス

オートモビリティ
事業分野

法人向けオートリース

個人向けオートリース

ニッポンレンタカー

国内リース
事業分野

IT機器等のリース

各種ファイナンス

サブスクリプション

パートナーとの
共創ビジネス

環境インフラ
事業分野

太陽光発電・
バイオマス発電などの
再生可能エネルギー

蓄電池事業

太陽光発電に係る
アセットマネジメント

建機ファイナンス

次世代オート
（EV、データ等）

コーポレートPPA

航空機リース
（米国ACG）

船舶・不動産等に係る
リース・ファイナンス・投資

┃21
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ニッポンレンタカーについて

┃22

非メーカー系レンタカー会社
創立55周年を迎えた老舗レンタカー会社で、幅広い車両をラインナップ

業界唯一の全国直営体制
2018年にフランチャイズ体制から全国直営体制に移行

三大品質（車両・店舗・接客）の追求
全国直営体制による機動的な本部マネジメントで、車両・店舗・接客品質を追求



2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

コロナ禍からV字回復のニッポンレンタカー

売上高と経常利益の推移

※業績はTC連結ベース

コロナ前ピーク コロナ禍 黒字回復 過去最高益 最高益更新

818億円

653億円 644億円
746億円

58億円
12億円

84億円

▲52億円

144億円

┃23

（売上高）

（経常利益）

938億円

最高益更新
を目指す

171億円
（見通し）



ニッポンレンタカーの店舗パワーアップ戦略

EH・CHが業績向上につながる

好循環サイクルを実現

Employee Happiness：従業員の幸せ

CustomerHappiness：お客さまの幸せ

横浜駅西口営業所の事例

2025年までに （全店舗の3分の1）

店舗の敷地面積が大幅に拡大するとともに収益性が改善

移転前 移転・リニューアル後
２段式かつ
広い駐車場

効率的な
洗車が可能

店舗内の
待合室

1 2 3

1 2 3

合計203店舗を移転・リニューアル
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スペシャルティ事業分野/航空機リース（米国ACG）

国 際
事業分野

IT機器リース
（米国CSI）

オートファイナンス

データセンター事業

スペシャルティ
事業分野

プリンシパル・
インベストメント

ストラクチャード・
ファイナンス

オートモビリティ
事業分野

法人向けオートリース

個人向けオートリース

ニッポンレンタカー

国内リース
事業分野

IT機器等のリース

各種ファイナンス

サブスクリプション

パートナーとの
共創ビジネス

環境インフラ
事業分野

太陽光発電・
バイオマス発電などの
再生可能エネルギー

蓄電池事業

太陽光発電に係る
アセットマネジメント

建機ファイナンス

次世代オート
（EV、データ等）

コーポレートPPA

航空機リース
（米国ACG）

船舶・不動産等に係る
リース・ファイナンス・投資
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Aviation Capital Group(ACG)について
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米国大手航空機リース会社
成長市場である航空機マーケットの取り込み拡大を図るべく、2019年完全子会社化

次世代のオーダーブックの獲得
航空機メーカーとの強いリレーションを有し、業界トップクラスの発注機体を誇る

豊富な顧客基盤とマーケティング力
長年の実績によって、約45カ国・約85社のエアラインと取引



航空マーケットの状況

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2043・・・ ・・・

（億人）

40

出所：IATA (2024年12月公表) を基に弊社作成

100%

2043年までの旅客数の推移予測

（2019年水準を100%とした比較推移）

人口増加の見込まれる

アジア地域の成長が加速

95%
105%

コロナ前水準へ

2024年に回復

200%

世界全体の旅客数の推移予測

80
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ACGの事業概要

流動性の高いナローボディ航空機を中心に、

世界45ヵ国超にポートフォリオを分散

7%

9%

18%

19%

22%

25%

中国

中東・アフリカ

北米

アジア太平洋

中南米

欧州

保有管理・発注済
（機体数） 496機

ナローボディー比率
（簿価） 97％

平均機齢 6.2年

ポートフォリオ概要（2024年12月末時点） 地域別エクスポージャー（2024年12月末時点）

45ヵ国超

約85社の

エアラインへ展開

対象セグメント資産 1.7兆円
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9,934 10,315 10,785 11,297
11,964

10,977

216

105
135

△ 589

138
176

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

税引前利益
（百万USD）

セグメント資産残高
（百万USD）

ACGの業績推移

当社として
過去最大額の買収
により完全子会社化

コロナ禍により機体需要の減少や
エアラインからのリース料回収遅れによる減益

ロシアのエアライン向け
航空機に減損等
（575m$）を計上

旅客需要の回復を受けた
エアラインの業況改善による
延滞リース料回収が進捗し

増収・増益

完全子会社化
コロナ禍における旅客需要減少

による減益
ロシア関連損失
による減益

コロナ禍からの
回復による増益

┃29※ACG個社ベース（12月決算）

リース需要・
機体売却の
引き合い増加



国際事業分野

国 際
事業分野

IT機器リース
（米国CSI）

オートファイナンス

データセンター事業

スペシャルティ
事業分野

プリンシパル・
インベストメント

ストラクチャード・
ファイナンス

オートモビリティ
事業分野

法人向けオートリース

個人向けオートリース

ニッポンレンタカー

国内リース
事業分野

IT機器等のリース

各種ファイナンス

サブスクリプション

パートナーとの
共創ビジネス

環境インフラ
事業分野

太陽光発電・
バイオマス発電などの
再生可能エネルギー

蓄電池事業

太陽光発電に係る
アセットマネジメント

建機ファイナンス

次世代オート
（EV、データ等）

コーポレートPPA

航空機リース
（米国ACG）

船舶・不動産等に係る
リース・ファイナンス・投資

┃30
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CSI Leasing, Inc. (CSI)について

┃31

米国IT機器リース会社
世界各国におけるIT機器の需要増加を見据え、2016年に完全子会社化

高品質なリースコンサルティングサービスを提供
全世界で統一したサービスを強みに各種サービスが有機的に結合

グローバルネットワークを構築
顧客のグローバル展開に応じて拠点ネットワークを拡大



グローバルネットワークを拡大、
セグメント資産残高の増加とともにさらなる増益を目指す

業績（セグメント資産残高・経常利益）推移 グローバルネットワークのさらなる拡大

営業拠点に加え、需要の増加するITADサービス拠点など
M&Aも活用し、グローバルネットワークを拡大

1,515 1,601
1,707

1,939 1,958
2,090

2,318

2,659

26

39
49

65
75

85 89 89

2016年度2017年度2018年度2019年度2020年度2021年度2022年度2023年度2024年度

計画

・タイ、台湾、デンマーク、スウェーデン法人新設

・ドイツITAD事業会社を子会社化

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
以降

・2024年度ブラジルITAD拠点新設

・北米や中南米を中心に、更なる拡大を推進

・インドネシア、ハンガリー、オーストリア法人法人新設

・コロンビア、スペインITAD拠点新設、
マレーシアITAD事業会社を子会社化セグメント

資産残高
（百万USD）

経常利益
（百万USD）

CSIグローバルネットワークによる持続的な成長

┃32

年平均成長率

約19％を達成



NTTとのデータセンター事業について

┃33

2021年6月より協業開始
NTTグループとデータセンター事業の運営を協業し、同事業を更に推進

両社の強みを活かしデータセンター事業を拡大
ファイナンス面のプロとしての当社強みを活かす

高い収益性と安定したキャッシュフロー
世界の強い需要を背景に、高収益かつ安定したキャッシュフローを獲得できる資産



データセンター事業の成長戦略

欧米エリア中心に、NTTグループとのデータセンター共同投資を拡大

┃34
2021年 2024年

BOM8
（第1号案件）

CH1・CH2・CH3
（第3号案件）

中長期

・・・・

NAV2
（第2号案件）

出資額($)

459M

投資額イメージ
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4.株主還元
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52.00円

58.00円

8.00円
10.00円 11.00円 12.00円 13.00円

16.25円

20.00円

25.00円

28.50円
31.00円

34.00円 34.50円 35.75円 35.75円

13.4%
18.0% 17.9% 17.6% 16.7%

20.1% 21.1%
24.2% 23.5% 25.1% 25.9%

34.2% 34.7% 35.3% 35.5% 35.0% 35.0% 35.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

.00円

10.00円

20.00円

30.00円

40.00円

50.00円

60.00円

70.00円

80.00円

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

株主還元（配当）方針

※ 2024年1月1日を効力発生日とし、普通株式1株につき4株の割合での株式分割を実施しました。グラフの配当金は、株式分割の影響を遡及修正した数値を記載しています。

配当金※

配当性向

(予想)利益成長により、

1株当たり配当金は

増配を計画

長期的かつ安定的に利益還元を行うことを基本方針とする

 中期経営計画2027においても、累進配当を基本としつつ、

利益成長による増配を目指し配当性向は35%程度とする
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クオカードに加え、ニッポンレンタカーご利用優待券を贈呈

※保有期間2年以上とは、毎年3月および9月末の当社株主名簿に、
同一株主番号で連続5回以上記載または記録された株主さまとします。

400株以上を保有する全ての株主さまを対象に、

全国のニッポンレンタカーで利用できるご利用優待券を進呈

①当社オリジナル クオカード

②ニッポンレンタカーご利用優待券

保有株式数
（3月末日）

保有期間※

2年未満 2年以上

400株以上 2,000円分

4,000株以上 4,000円分 6,000円分

12,000株以上 6,000円分 8,000円分

一律

400株以上 3,000円分

株主優待制度

※いずれも毎年6月の定時株主総会後に発送予定
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 個人投資家の皆さまをはじめとした、マルチステークホルダー向けです。
 東京センチュリーのビジネスの特長や、循環型経済社会の実現にかけ
る思いを、３つのストーリーで紹介しています。

 もっとたくさんの方に東京センチュリーを知ってもらいたい。
 私たちの挑戦が、誰かの力になるかもしれない、
 そんな想いで東京センチュリーNEWSを作りました。

東京センチュリー NEWSホームページ

ここが違う。東京センチュリー

 本日ご紹介した情報に加え、当社紹介の動画や詳細な
財務情報など幅広い情報を掲載しているので、是非ご覧ください。

QRコードから
アクセスできます

当社ホームページのご案内

ホームページにおいて個人投資家の皆さまを対象とした各種コンテンツを公開中
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新しいもの

https://www.tokyocentury.co.jp/jp/
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/individual-investors/story/
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ご質問を受け付けております。

ご質問は、画面の質問（チャット）からご入力の上、
ご送信をお願いいたします。

┃39



All Rights Reserved, Copyright © Tokyo Century Corporation

お問い合わせ先

広報IR部

Tel : 03-5209-6710

HPアドレス : https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ 

（注意事項）
本資料には、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した将来予測数値
が含まれていますが、実際の業績は様々な要因により変動することがありま
すのでご留意ください

ご清聴いただき、誠にありがとうございました。


